
款 項 目

5 1 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和７年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名

農業委員会費 186

施策事業名 農業委員会

事業目的
担い手への農地の利用集積・集約化、遊休農地の発生防止・解消、新規参入の促進を中心に、農地法
に基づく農地の売買・貸借の許可、農地転用案件への意見具申など、農業委員会の組織及び適正運営
を通じ、農業の健全な発展に寄与する。

事業内容

●事業の全体計画
　・法定（農業委員会等に関する法律）の行政委員会である農業委員会を設置し､総会（定例会議）
　　を開催し､農地法第３条の農地売買等の許可、農地法第４条及び５条に基づく県知事の農地転
　　用許可に対する意見書の議決等を通じて、農地の利用調整を図る。
  ・市内各地区に配置する農地利用最適化推進委員の活動を通じ、農地の利用集積・集約化、遊休
　　農地の発生防止・解消に係る業務を推進する。

●主な事業内容
　◯農業委員会
　　・農業委員会運営業務
　　　　農業委員会総会を毎月開催し、農地法その他関連法令に基づき農地の利用関係の調整に関
　　　　する事項を処理する。
　　　　　農業委員会会長報酬、委員報酬　　2,220千円
　　・農地利用最適化業務
　　　　農地の利用集積・集約化の促進業務、遊休農地の発生防止・解消に係る業務、新規参入の
　　　　促進業務を実施する。
　　　　　農地利用最適化推進委員報酬　　　1,728千円
  　・国有農地管理業務
　　　　国有農地の除草業務を実施する。
　　　　　国有農地除草委託料　  　　　　　　285千円

事業の目標

　　・農地法その他関連法令に基づく農地の利用関係の調整に関する事項を処理するため、農業委員
　　　会総会を毎月開催し、所掌事務を遂行する。
　　・関係機関と連携し、農業の担い手へ農地集積を進め、遊休農地の発生防止・解消を推進する。
    ・国有農地を適切に管理するため、除草業務を実施する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

89%

 - - - - - - - 

農業委員会 4,876 449 0 72 4,355

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 4,876 449 0 72 4,355 89%

 - - - - - - 



款 項 目

5 1 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和７年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名

農業振興費 190

施策事業名 農業振興

事業目的
農業経営の安定、農地の保全、有害鳥獣対策に関する施策の総合的かつ計画的な推進により、農業の
健全な発展を図る。

事業内容

●事業の全体計画
　・国県の農業支援施策の活用及び本市独自の農業施策の実施により、市内の農業振興を推進する。

●主な事業内容
　◯農業振興
　　・農業経営の安定など地域農業の振興に資する事務事業を推進する。
    ・地産地消の促進及び多子多胎世帯への支援として、犬山産米を対象世帯に配布する。
　　　　多子多胎世帯犬山産米配布業務委託料　  7,821千円

　◯農作物等被害対策
　　・イノシシをはじめとする有害鳥獣の駆除や柵設置等による防除対策を推進し、農作物被害の
　　　低減を図る。
　　　　有害鳥獣駆除事業委託料　　　　　　　　5,130千円
　　　　犬山市鳥獣害防止総合対策協議会負担金　1,078千円

　◯農業経営体育成支援
　　・農産物等ブランディング推進補助金により、桃や二の宮みかん、自然薯などの特産農産物の
　　　生産拡大、農産物等の6次産業化の取り組みを支援する。
　　・新規就農支援補助金により、担い手の掘り起こしと農業にチャレンジしやすい環境を整える。
　　　　農産物等ブランディング推進補助金      1,000千円
　　　　新規就農支援補助金                    1,000千円

事業の目標

●農業経営の安定、農作物等被害対策、農業経営体育成支援事業等により市内の農業振興を図る。
　・多子多胎世帯へ犬山産米を配布することにより、地産地消を促し、地域農業の活性化を図る。
　・有害鳥獣の駆除を委託することにより、農作物被害を軽減する。
　・農産物等ブランディング推進補助金により、特産農産物の生産拡大や6次産業化支援等を図る。
　・新規就農支援補助金により、新規就農者の確保を図る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

89%

農作物等被害対策 6,292 0 0 0 6,292 100%

農業振興 12,153 1,184 0 183 10,786

100%

 - - - - - - - 

農業経営体育成支援 2,659 0 0 0 2,659

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 21,104 1,184 0 183 19,737 94%

 - - - - - - 



款 項 目

5 1 4

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和７年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名

土地改良費 192

施策事業名 土地改良

事業目的
農業生産性向上を図る土地改良事業を実施するため設置された団体である土地改良区に関係する業務
を適正に行う。

事業内容

●事業の全体計画
　・土地改良区に関係する業務を適正実施するとともに、土地改良施設（犬山用水揚水機場）の適正
　　管理を行う。

●主な予算の内訳
　◯土地改良（用水）事務
　　・土地改良区関係協議会及び関連負担金に関する業務を実施する。
　　　　濃尾用水協議会負担金　　　　　　150千円

　◯土地改良（用水）施設管理
　　・犬山用水揚水機場のポンプのメンテナンスを適切に実施し、必要な維持工事を施工する。
　　　　施設管理業務委託料　　　　　　  467千円
　　　　土地改良施設維持工事請負費　　　689千円
    　　（浚渫工事等）

  ◯土地改良（用水）施設改修
　　・犬山用水揚水機場の設備等の計画的な更新工事等を施工する。
　　　　土地改良施設維持工事請負費　　4,100千円
　　　　（用水ポンプ施設維持工事）

事業の目標
　・土地改良施設（犬山用水揚水機場）の適正な運転管理を行う。
  ・犬山用水揚水機場のポンプ修繕工事や取水口の浚渫工事を実施することにより、木曽川からの取
　　水機能の維持を図る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

100%

土地改良（用水）施設管理 1,939 180 0 0 1,759 91%

土地改良（用水）事務 236 0 0 0 236

15%

 - - - - - - - 

土地改良（用水）施設改修 4,100 3,484 0 0 616

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 6,275 3,664 0 0 2,611 42%

 - - - - - - 



款 項 目

5 2 1

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和７年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名

林業振興費 194

施策事業名 林業振興

事業目的
森林の有する水源涵養機能、山地災害防止機能等の多面的効果を発揮できるよう国・県等関係機関と
連携し、適切な森林整備を図る。

事業内容

●事業の全体計画
　・森林経営管理法を踏まえ、森林環境譲与税を活用し、市内森林資源の状況を調査する。

●主な事業内容
　〇林業振興
　　・森林資源調査業務委託を実施する。
　　・林業振興・森林整備に係る業務を実施する。
　　・林地台帳に関する業務を行う。
　　・森林整備計画に関する事務を行う。
　　・愛知県森林協会との連携等に関する事務を行う。
　  　　森林資源調査業務委託料　  5,082千円【新拡】
　　　　愛知県森林協会負担金　　　　398千円

事業の目標
　・森林資源の状況を分析し、民有林（人工林）について、森林環境譲与税を財源とした森林整備の
　　必要性の有無を明確化する。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

8%

 - - - - - - - 

林業振興 5,499 0 0 5,082 417

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 5,499 0 0 5,082 417 8%

 - - - - - - 



款 項 目

6 1 2

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和７年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名

商工費 196

施策事業名 商工業振興

事業目的
市内産業の活力や賑わい創出のため、市内中小企業者や商業団体等を支援・育成・PRし、商工業の振
興を図る。

事業内容

●主な事業内容
　○商工業振興事務（市内事業者の事業拡大、事業継続を支援）
　　・市内事業者の事業活動を支援する（事業継続補助、産業振興補助）
　　・市内での新規創業を支援する（創業支援補助）
　　・事業者の資金繰りを円滑にするため、金融機関に資金預託を行う。
　　・商工会議所の行う事業を支援する。
　　　　事業継続支援補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　20,000千円
　　　　創業支援補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,100千円
　　　　小規模企業等振興資金貸付預託金　　　　　　　　　 　100,000千円
　　　　商工会議所による経営支援・振興事業等に対する補助金　11,000千円

　○商業団体等補助
　　・街路灯の維持管理の負担軽減及び協同組合等が実施する販売促進事業を支援する。
　　　　商業団体等街路灯等電灯料補助金　　　　　　　　　　　 　253千円

　○特産品販売促進
　　・市内特産品の事業継続、販路拡大、友好都市等での認知度向上を支援する。
　　・特産品協会の事業支援や友好都市等での特産品のPRを支援する。
　　　　友好都市交流物産展会場設備借上料　　　　　　　　　　 　290千円

　○企業立地促進
  　・市内の雇用確保と税収増を目的として企業の立地促進を支援。
　　　　立地奨励金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　25,676千円【新拡】

事業の目標
市内企業及び事業者の事業拡大、事業継続を支援し地域経済の活性化を図るとともに、企業から立地
先として選んでいただくことにより、市内の雇用拡大と税収増を図る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

28%

商業団体等補助 653 0 0 0 653 100%

商工業振興事務 162,647 0 0 117,267 45,380

100%

企業立地促進 26,029 0 0 25,676 353 1%

特産品販売促進 1,164 0 0 0 1,164

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 190,493 0 0 142,943 47,550 25%

 - - - - - - 



款 項 目

6 1 3

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和７年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名

労働諸費 198

施策事業名 労働者支援

事業目的 安定した雇用関係の形成及び労働者福祉向上のための労働環境の整備を図る。

事業内容

●主な事業内容
　○労働者支援事務
　　・求職者への支援、労働者の福祉、生活環境の向上を図る。
　　・求職者と求人事業者を結び付ける機会を設ける。
　　・労働者の福祉向上のため、労働者団体への支援を行う。
　　・就労移住支援事業の実施。
　　　　会場借上料（合同企業相談会）　　　　　　311千円
　　　　就労移住支援金　　　　　　　　　　　　1,000千円
　　　　勤労者生活資金・住宅資金貸付預託金　　5,000千円

事業の目標 求職者の就労支援と市内事業者の人材不足の解消を図る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

12%

 - - - - - - - 

労働者支援事務 6,537 750 0 5,000 787

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 6,537 750 0 5,000 787 12%

 - - - - - - 



款 項 目

6 1 4

Ⅰ：事業概要

Ⅱ：個別事業内訳 （単位：千円）

令和７年度　予算説明書

予算 部局名 経済環境部

課　名 産業課
予算書(P)目名

消費者行政費 198

施策事業名 消費者行政

事業目的
消費者契約に関する相談対応、消費者被害防止のための啓発事業をはじめとする消費者教育を推進す
ることで、消費者である市民の安心・安全を図る。

事業内容

●主な事業内容
　○消費者行政事務
　　・消費生活センターの開設
　　　　消費生活全般に関する消費者からの相談を受け付ける専門相談員を配置。
　　・消費生活法律相談の実施
　　　　多重債務や消費者契約に関する法的トラブルの早期解決のための弁護士による相談。
　　・消費者への普及・啓発
　　　　被害の未然防止と自立した消費者の育成を図るため出前講座など啓発活動を実施。
　　・消費生活相談の充実
　　　　消費生活相談員の資質向上を図るための研修受講。
　　　　　費用弁償（相談員研修参加旅費）　　　247千円
　　　　　消費生活法律相談委託料　　　　　　　503千円
　　　　　取引証明用電子はかり　　　　　　　　176千円
　　　　　消費生活相談員研修負担金　 　　　　　12千円

事業の目標
市民が抱えるトラブル・疑問に対応するための相談窓口や、消費生活の普及・啓発活動など体制を整
えることで消費者である市民の安心、安全を図る。

財源内訳
一般財源
の割合

事業名
国県支出金 地方債 その他 一般財源

予算額

79%

 - - - - - - - 

消費者行政事務 1,181 251 0 0 930

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

 - - - - - - - 

 - - - - - - 

- 

合計 1,181 251 0 0 930 79%

 - - - - - - 


